国際私法(高橋宏司担当)　2006年度期末試験
以下の第一問および第二問の各問に答えよ。いずれの問題にも、「法例」ではなく「法の適用に関する通則法」が適用されるとして答えよ。

第一問

甲国と乙国(いずれも日本ではない)双方の国籍を有するXは、甲国で生計を立てながら乙国人女性Ａと暮らしていたが、婚姻はしなかった。Xの甲国居住10年目にして、ＡはYを出産し、Yは甲国と乙国双方の国籍を取得した。その後間もなく、Xは独りで乙国に引越し、定職も得て18年間定住していたが、あるとき病に倒れ死亡した。しかし、その直前に、甲国の郵便局に適法な遺言の書式として備え付けられている用紙を取り寄せて、その書式に則って乙国で遺言を作成した。その当時、Xは病のため頭脳が明晰ではなかったが、この遺言に「Yを認知する」と記載した。Yは出生後Xの死亡までの20年間、甲国内に継続して居住していた。甲国法と乙国法について以下のことが分かっているとして、この認知は日本において有効とされるかについて、関連する各問題についての準拠法を明らかにしながら論ぜよ。

甲国法では遺言による認知を認めないが、乙国法では認める。

甲国法では認知に届出を要するが、乙国法では不要である。

甲国法の下では、未成年者の認知は裁判所による許可がなければできず、成年者の認知は本人の同意がなければできない。乙国法にはそのような要件はない。

成年年齢は、甲国法の下では22歳、乙国法の下では18歳である。

Xは遺言作成当時頭脳が明晰ではなかった。したがって、甲国法によれば認知能力を欠いていたが、乙国法によれば認知能力があった。また、甲国法によれば遺言能力を欠いていたが、乙国法によれば遺言能力があった。

甲国郵便局に備え付けの用紙の書式に則った遺言は、甲国法の下では適式であるが、乙国法の下では不適式である。

　甲国と乙国は日本の「法の適用に関する通則法」と同じ国際私法規則を有する。

第二問

日本在住の日本人である航空機整備士Yは、ある日、点検中の飛行機のタイヤに異質なにおいを嗅ぎつけたが、日本の法令上要求されている点検項目に該当しなかったので、放置した。当該飛行機は、当夜、甲国に向けて出航したが、着陸の際に、タイヤがパンクし、そのショックで、搭乗していた日本在住の乙国人Xは、前の座席に頭を打ちつけて負傷した。甲国には、充分な医療施設がなかったので、Xは隣国である乙国において治療を受け、多大な治療費を被った。日本に帰国後、Xは、タイヤのパンクは、Yの点検の過失によるものであるとして、治療費の支払を求めて、Yを不法行為で訴えた。Xの請求に適用される法は何国法であるか論ぜよ。

